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平成２２年１２月定例会一般議案一覧 
 

議案番号 議 案 の 題 名 概      要 所管課 

議案第８０号 熊谷市行政組織条例の一部を改正する条例 ①事務分掌の所管を変更する。 

 ・危機管理に関すること。 

市民部 → 市長公室 

 ・スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。） 

教育委員会 → 総合政策部 
②平成２３年４月１日から施行する。 

行政改革推進室 

議案第８１号 熊谷市ひとり親家庭等医療費の支給に関する条例 
の一部を改正する条例 

①指定医療機関等における窓口でのひとり親家庭等医療費の支払を

不要とするとともに、自己負担金を廃止する。 
②平成２３年４月１日から施行する。 
③この条例の施行の日以後の診療に要した医療に適用する。 

こども課 

議案第８２号 

 
熊谷市消防関係事務手数料徴収条例の一部を改正

する条例 
①「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の一部改正に伴い、

特定屋外タンク貯蔵所の設置に係る許可の申請に対する審査手数

料等の額を改定するとともに、文言の整備を行う。 
②公布の日から施行する。 

消防本部 
予防課 

議案第８３号 熊谷市教育に関する事務の職務権限の特例に関す

る条例 
①教育に関する事務の職務権限の特例として、学校における体育を

除くスポーツに関する事務を市長が管理し、及び執行する。 
②平成２３年４月１日から施行する。 
③関係条例の一部改正を行う。 

行政改革推進室 
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議案第８４号 熊谷市企業の立地及び拡大の支援に関する条例 
 

①企業の立地及び拡大に必要な奨励措置を講ずることにより、本市

における産業の振興及び雇用の促進を図る。 

②奨励金の種類 
・事業所新設等奨励金      ・雇用促進奨励金 
・太陽光発電設備設置奨励金   ・太陽熱温水器設置奨励金 
・雨水利用設備設置奨励金    ・緑化推進奨励金 
・埋蔵文化財発掘調査奨励金 

③条例の特徴 
新規立地企業だけでなく、既存企業の支援（増設、移設）も盛り

込んだ内容であり、以下の点で県内初である。 

 ・投資額５０００万円以上の企業の新設等を支援する。 

・コールセンターを支援対象とする。 

 ・投資額５０００万円以上の新エネルギーにかかる環境関連企業

の立地について、事業所新設等奨励金を５年間交付する。 

 ・投資額５０００万円以上の企業が、新設等により新たに熊谷市

民を雇用した場合、１年継続で３０万円、さらにあと２年継続

雇用した場合、プラス２０万円、合計で一人当たり５０万円の

雇用促進奨励金を交付する。 

④事業所の事業開始の日の翌日から起算して３０日以内に市長に申

請し、その指定を受けなければならない。 
⑤平成２３年４月１日から施行する。（施行日） 
⑥施行日以後に事業所の事業を開始する事業者に適用する。 
⑦熊谷市産業立地促進条例（旧条例）の指定を受けている事業者で、

施行日以後に事業を開始するものについては、この条例による指定

を受けたものとみなす。 

産業振興課 
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議案第８５号 公の施設の指定管理者の指定について 

（熊谷市立老人憩の家荒川荘） 
①指定管理者となる団体   熊谷市宮本町自治会 

②指定の期間    平成２３年４月１日～平成２６年３月３１日 

長寿いきがい課 

議案第８６号 公の施設の指定管理者の指定について 

（熊谷市立老人憩の家平戸荘） 

①指定管理者となる団体   熊谷市平戸自治会 

②指定の期間    平成２３年４月１日～平成２６年３月３１日 

長寿いきがい課 

議案第８７号 公の施設の指定管理者の指定について 

（熊谷市立老人憩の家吉岡荘） 

①指定管理者となる団体   社会福祉法人熊谷市社会福祉協議会 

②指定の期間    平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日 

長寿いきがい課 

議案第８８号 公の施設の指定管理者の指定について 

（熊谷市江南デイサービスセンター及び熊谷市江

南在宅介護支援センター） 

①指定管理者となる団体   特定非営利活動法人桃園 

②指定の期間    平成２３年４月１日～平成２６年３月３１日 

江南行政センタ

ー市民福祉課 

議案第８９号 公の施設の指定管理者の指定について 

（熊谷市立健康スポーツセンター） 

①指定管理者となる団体 

 シンコースポーツ・サンワックス・山武共同事業体 

②指定の期間    平成２３年４月１日～平成２６年３月３１日 

健康づくり課 

議案第９０号 公の施設の指定管理者の指定について 

（熊谷市市民活動支援センター） 

①指定管理者となる団体   社会福祉法人熊谷市社会福祉協議会 

②指定の期間    平成２３年４月１日～平成２６年３月３１日 

市民活動推進課 

議案第９１号 熊谷市・行田市消防通信指令事務協議会の設置に

ついて 

①地方自治法第２５２条の２第１項の規定により、行田市と消防通

信指令に関する事務を共同して管理し、及び執行するため協議会を

設置する。 

②協議会の担任する事務 

 熊谷市及び行田市の区域における災害通報の受信、出動指令、通

信統制、情報伝達等の事務 

③協議会の事務所     熊谷市消防本部内 

④平成２３年１０月１日から運用を開始する。 

消防総務課 
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議案第９２号 埼玉県市町村総合事務組合の規約変更について ①蓮田市及び蓮田市白岡町衛生組合の名称変更に伴い、埼玉県市町

村総合事務組合の規約を変更する。 

②埼玉県知事の許可のあった日から施行し、変更後の埼玉県市町村

総合事務組合の規約の規定は、平成２３年１月４日から適用する。 

安心安全課 

議案第９３号 市道路線の認定について 都市計画法の規定に基づき本市に帰属された道路及び県道熊谷館林

線等の一部を市道路線として認定（６路線） 

管理課 

議案第９４号 市道路線の廃止について 道路用地の売払いに伴う市道路線の廃止（１路線） 管理課 

  



１　予算規模 （単位：千円）

補　正　額

(第３号) 360,478

27,796,908 0

360,478

２　歳出補正予算の主なもの

（単位：千円）

補 正 額 担 当 課

167,000 福祉課

8,586 長寿いきがい課

143,000 障害福祉課

6 農林水産業費 364 農業振興課

7 商工費 2,000 商業観光課

3 民生費

埼玉野菜生産力強化支
援事業

平成２２年４月、障害者自立支援法に係
る利用者の自己負担上限月額の見直しが
行われ、不足が見込まれる給付費を増額
する。

障害者自立支援給付事
業

生活保護事業

景気の回復が依然見込めず、引き続き生
活困窮世帯に対する保護率の増加が続い
ており、生活・住宅・医療など扶助費を
増額する。

路地野菜（ブロッコリー）生産の省力化
を図るため、農業用機械の導入に対し、
購入費用の一部を補助する。

社会福祉施設整備等補
助事業

スプリンクラーが未設置である認知症対
応型共同生活介護施設（グループホー
ム）が行う整備に対し補助金を交付する
（本年度７か所目となる）。

平成２２年１２月市議会補正予算（案）の概要

会　　　　計　　　　区　　　　分 補 正 前 の 額

一　般　会　計　補　正　予　算　 57,613,163

合　　計

57,973,641

「グリーンマーケットかまくら町地産館
事業」を行う鎌倉町商店街協同組合に対
し、補助金を交付する。

商業振興事業

27,796,908 特　別　会　計　補　正　予　算

款 事　　　　　　項

85,770,54985,410,071合 計

備　　　　　　　　　　考


